
２０１７年４月号 １８

・
消
防
費
（
常
備
消
防
費
）

△
１
，
２
５
９
万
円

※
委
託
料
、
共
済
費
、
各
種
負
担
金
な

ど
の
減

・
消
防
費
（
非
常
備
消
防
費
）

△
２
７
６
万
８
千
円

※
団
員
の
旅
費
、
各
種
負
担
金
な
ど
の

減
・
消
防
費
（
消
防
施
設
費
）

△
３
６
３
万
円

※
工
事
費
執
行
残
、
委
託
料
、
車
両
購

入
費
な
ど
の
減

・
教
育
費
（
保
健
体
育
費
）

△
３
１
０
万
７
千
円

※
職
員
の
給
料
、
各
種
手
当
、
燃
料
費

な
ど
の
減

・
公
債
費
（
公
債
費
）

△
１
４
０
万
６
千
円

※
地
方
債
償
還
利
子
の
減

・
災
害
復
旧
費
（
農
林
業
施
設
災
害
復

旧
費
）

２
３
７
万
６
千
円

※
災
害
復
旧
工
事
費
の
増
な
ど

【
平
成

年
度
一
般
会
計
予
算
】

２９

歳
入
歳
出
総
額
を

億
３
，
３
２
５
万

２３

円
と
す
る
（
前
年
度
比
７
，
６
０
１
万

９
千
円
減
）

内
訳
別
表
の
と
お
り

《
報
告
》

○
報
告
第
１
号

専
決
処
分
報
告
に
つ

い
て
（
平
成

年
度
富
良
野
広
域
連

２８

合
一
般
会
計
補
正
予
算
第
９
号
）

・
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ

万
３
千
円
を

７７

追
加

・
主
な
歳
入
（
上
富
良
野
町
負
担
金
）

万
３
千
円

７７

・
主
な
歳
出
（
車
両
修
繕
料
）万

３
千
円

７７

※
そ
の
他
会
議
に
付
し
た
案
件

監
査
委
員
報
告

例
月
出
納
検
査
結
果

報
告
（
平
成

年
９
月
～

月
分
）

２８

１２

平
成

年
度
定
期
監
査
報
告

２８

【
平
成

年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
】

２８

歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
，
４
３
３
万
９

千
円
を
減
額

《
歳
入
》

・
市
町
村
負
担
金

△
３
，
６
６
２
万
円

・
使
用
料
及
び
手
数
料
（
農
林
業
使
用

料
ほ
か
）

３
２
６
万
６
千
円

・
財
産
収
入
（
乾
草
売
払
収
入
ほ
か
）

万
２
千
円

６７

・
諸
収
入
（
学
校
給
食
費
の
減
、
雑
入

の
増
ほ
か
）

万
１
千
円

５０

・
連
合
債
（
消
防
水
利
施
設
整
備
事
業
）

△
３
５
０
万
円

・
国
庫
支
出
金
（
農
林
業
費
国
庫
補
助

金
）

１
３
４
万
２
千
円

《
歳
出
》

・
議
会
費
（
議
会
費
）

△

万
円

２０

※
委
託
料
の
減

・
総
務
費
（
総
務
管
理
費
）

△

万
５
千
円

２３

※
職
員
の
給
料
、
各
種
手
当
な
ど
の
減

・
衛
生
費
（
清
掃
費
）

△
５
１
５
万
２
千
円

※
工
事
費
執
行
残
、
加
工
用
材
料
費
な

ど
の
減

・
農
林
業
費
（
農
業
費
）

△
６
３
６
万
６
千
円

※
臨
時
作
業
員
賃
金
、
消
耗
器
材
な
ど

の
減

・
消
防
費
（
消
防
本
部
費
）

△
１
２
６
万
１
千
円

※
旅
費
、
各
種
手
当
、
共
済
費
な
ど
の

減

平
成

年
第
１
回

２９富
良
野
広
域
連
合
議
会
定
例
会
報
告

平
成

年
第
１
回
富
良
野
広
域
連
合
議
会
定
例
会
が
２
月

日
に
開
催
さ
れ
、
連

２９

２０

合
長
か
ら
行
政
執
行
方
針
が
述
べ
ら
れ
た
ほ
か
、
補
正
予
算
案
及
び
新
年
度
予
算
案
、

人
事
案
１
件
、
報
告
１
件
が
原
案
の
と
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

教
育
委
員
会
委
員
の
任
命
に
つ
い
て
は
、
上
林
康
政
氏
（
南
富
良
野
町
）
の
辞
任

に
伴
い
、
岩
渕
秀
一
氏
（
南
富
良
野
町
教
育
委
員
会
教
育
長
）
が
任
命
さ
れ
ま
し
た
。

一
般
質
問
は
一
名
で
、
酒
井
年
夫
議
員
（
南
富
良
野
町
）
か
ら
「
学
校
給
食
に
つ

い
て
」
広
域
連
合
長
に
対
し
て
行
わ
れ
ま
し
た
。

閉
会
中
の
継
続
調
査
と
し
て
、
文
教
環
境
委
員
会
か
ら
「
学
校
給
食
に
つ
い
て
」

の
中
間
報
告
を
受
け
、
都
市
事
例
調
査
に
つ
い
て
決
定
し
ま
し
た
。
ま
た
、
総
務
産

業
委
員
会
か
ら
閉
会
中
の
継
続
調
査
と
し
て
「
公
共
牧
場
に
つ
い
て
」
の
事
務
調
査

を
決
定
し
閉
会
し
ま
し
た
。

歳出金額歳出区分歳入金額歳入区分

３８０万８千円議会費２０億１,２７８万６千円分担金及び負担金

５,６５４万５千円総務費２,０７０万７千円使用料及び手数料

２億３,８４８万４千円衛生費３０３万９千円財産収入

６,８９６万１千円農林業費１千円寄附金

１２億９,１９８万８千円消防費１千円繰越金

４億５,４６４万１千円教育費２億１,９３６万４千円諸収入

１億９,５３４万３千円公債費６,９１０万円連合債

３００万円予備費８２５万２千円国庫支出金

２,０４８万円災害復旧費

２３億３,３２５万円合 計２３億３,３２５万円合 計

■平成２９年度富良野広域連合一般会計予算概要



１９２０１７年４月号

愚

寓

喰

隅

虞虞虞虞虞

遇遇遇遇遇

空
空
空
空
空
空
空
空
空

偶
偶
偶
偶
偶
偶
偶
偶
偶

北海道水資源の保全に関する条例に基づく
「水資源保全地域」に指定されました

北海道において、水資源の保全のため特に適正な土地利用の確保が必要であると認められた区

域として、平成２９年４月１日施行となり、指定区域内においては土地取引行為を行う場合は事前

届出が必要になります。

水資源保全地域の指定区域は４区域となっており、次のとおりです。

１ 中トマム地区（地下水）～取水地点から半径１娃の範囲にある国有地を除く土地

面積：３,５８２,５１１愛（十三線の沢川地区水資源保全地域との重複１,８８０,９５６愛を含む。）

２ 十三線の沢川地区（地表水）～取水地点の上流域にある国有地を除く土地

面積：２,１５１,７０９愛

３ 山上農場の沢川地区（地表水）～取水地点の上流域にある国有地を除く土地

面積：１９７,４６２愛

４ 上トマム地区（地表水）～取水地点の上流域にある国有地を除く土地

面積：３,４７１,０９８愛

水資源保全地域に指定された区域内で
土地取引行為を行う場合は、３か月前
までに届出が必要です
◆ 事前届出は権利譲渡者（売買の場合は売主）が行う

ものです。

土地の所有権を移そうとする時は、契約締結の３か

月前までに届出が必要です。

◆ 面積の基準はありません。

所有権移転予定地の面積が小さくても、事前届出の

対象となります。

◆ 届出先は、土地の所在する北海道上川総合振興局で

す。≪道は、必要に応じて届出者（売主等）に助言

を行います。≫

◆ 助言を受けた方（売主等）には、権利譲受人（買主

等）へ助言内容の伝達を行っていただきます。

＜事前届出の必要な土地取引の形態＞
〇売買 〇交換 〇営業譲渡 〇譲渡担保 〇代物弁済 〇現物出資 〇共有持分の譲渡
〇地上権・賃借権の設定・譲渡 〇予約完結権・買戻権等の譲渡 〇信託受益権の譲渡 〇地位譲渡
〇第三者のためにする契約

・事前届出をしなかった場合は、知事が勧告を行い、勧告の指示に従わない場合は、氏名等を公表します。

・取引の当事者が国・地方公共団体などの場合は、届出は必要ありません。

＜事前届出の手続きについて＞

提出部数 事前届出書は、正本１通、副本２通

事前届出書に添付いただく書類

土地の位置を明らかにした地形図（道路地図等）、図面（住宅地図等、地番図等）など

届出窓口 上川総合振興局地域創生部地域政策課（旭川市永山６条１９丁目） 電話０１６６－４６-５９１７

事前届出書の様式は北海道のホームページからダウンロードできます。

ホームページ http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/stt/mizusigen/mizusigen.htm

※水資源保全のため、占冠村の条例で規制及び許可を行う占冠村水道水源保護条例、占冠村地下水

保全条例が、議会３月定例会で可決されましたので、次号以降で掲載し内容をお知らせします。

■お問い合わせ 企画商工課企画担当 電話５６－２１２４

水資源保全地域

北
海
道

①売買前に届出
（３か月前）

②水資源保全指針
等に沿って助言

買

主

土
地
所
有
者

（
売

主
）

③助言内容を伝達

※水資源保全地域は、北海道のホームページ

もしくは土地の所在地を管轄する北海道

上川総合振興局で確認できます。


